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　実用化戦略調査研究フェーズⅠにおいて，多様な冷却材を有する高速増殖炉のプラント設計を行った。本稿で

はナトリウム冷却炉，重金属冷却炉及びガス冷却炉の研究結果を詳述する。設計目標は建設単価が20万円/kWe

となることと設定した。この結果，ナトリウム冷却炉ではこの目標を満たすことが可能であること，また鉛ビス

マス冷却炉やガス冷却炉でも，まだ目標値よりはやや高いものの，一層の工夫でこの目標を満たす見通しのある

ことが分かった。

　In Phase Ⅰ of the Feasibility Studies on the Commercialized Fast Reactor (FR) Cycle System, plant designs on FR 
were performed with various coolants. This report describes the plant designs on FR with sodium, lead-bismuth, CO2 
gas and He gas coolants. A construction cost of 0.2 million yen/kWe was set up as a design goal. The result is as follows 
: The sodium reactor has a capability to obtain the goal, and lead-bismuth and gas reactors may satisfy the goal with 
further improvements.
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１．はじめに

　１９９９年度から２カ年の予定で実施した実用化戦
略調査研究フェーズ�が２００１年３月に完了し，
２００１年４月からフェーズ�として，新たな研究段
階に入った。フェーズ�では高速増殖炉の冷却材
として使用できるものほぼすべてを対象とし，既
存の知見に基づいて，有望なシステムを構築する
ことを目的とした。フェーズ�では冷却材ごとに
構築した有望なシステムの予備的な概念設計を行
うと共に，その成立性を見通すための要素技術開
発を行い，候補概念について成立性の見極めを行
うことを目的としている。本稿は，フェーズ�に
おけるプラント設計研究の成果を報告するもので
ある。
　実用化戦略調査研究では，実用化段階の原子炉
プラント像を描くことを目的としている。その際
に，図１に示すように，安全性を前提として，経
済性，資源有効利用性，環境負荷低減性，核拡散
抵抗性の五つの目標を満足することを設計要求条
件として設定した。この中で，特に経済性と安全
性とが原子炉プラントの設計に大きく影響する。
これらの要求を実用化段階で実現するプラント
は，必ずしもナトリウム（以下，Na）を冷却材と
するものでなくともよい。したがって，高速中性
子を利用する高速炉あるいは高速増殖炉を成立さ
せる冷却材は，すべて本研究の対象とした。
　このため，過去に実施された設計，実際に建設

された原子炉について，広く文献を検討すると共
に，国内外に広くアイデアを募り，上述の五つの
目標を満たし得るプラント像を追求した。これに
より，本研究を直接実施していない研究開発者の
見解も取り入れたものとなっている。
　研究の目的は，対象としたすべての冷却材につ
いて，上記目標を満たし得る独創性のあるプラン
ト概念を構築し，その評価を共通の指標で行い，
課題を摘出することである。経済性の共通の指標
としては，「物量」及び「建設コスト」を採用し
た。
　以下では，順に，（�）Na冷却炉，（�）重金属
冷却炉，（�）ガス冷却炉の研究結果を詳述する。ま
た、（�）水冷却炉，（�）溶融塩炉，（�）小型炉
及び六つの炉型の総合評価については，「各種冷却
材を有する高速増殖炉に関するプラント設計評価
�」に詳述する。
　本研究は，「高速増殖炉システムの実用化調査研
究に関する協力協定」に基づき実施したサイクル
機構と日本原子力発電（株）（９電力会社，電源開
発株式会社及び日本原子力発電（株）の代表）と
の共有成果である。また，本研究には，「核燃料サ
イクル開発機構と財団法人電力中央研究所との原
子力の研究開発に関する研究協力協定」に基づく
共同研究の成果及び（財）電力中央研究所からの
開示を受けた技術情報，並びに，「日本原子力研
究所と核燃料サイクル開発機構との間の高速増殖
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図１　FBRサイクルの開発目標
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炉サイクルの実用化戦略調査研究に関する研究協
力取り決め」に基づく共有成果を含む。

２．Na冷却炉

　Na冷却炉については，もんじゅ以降，様々な経
済性向上方策が検討されてきた。実証炉設計研究
では，トップエントリー配管の採用，水平免震シ
ステムの導入等により，建設費３７．６万円/kWe
（１００万kWe換算値）までのコストダウンが達成さ
れているが，本研究における経済性目標は２０万
円/kWeであり，大幅なコストダウンが更に必要
である。
　建設費２０万円/kWeに向けてのコストダウンの
考え方を図２に示す。同図に示すように，本研究
では，「スケールメリットの追求」，「標準化・習熟
効果等の追求」及び「システムの改善」という三
つのアプローチにより経済性目標の達成を目指し
ている。
　「スケールメリットの追求」は，１原子炉当たり
の出力を極力大きくして建設費低減を図るもので
あり，「標準化・習熟効果等の追求」は，同一仕様
の原子炉を複数基建設してその量産効果等により
建設費低減を図るものである。また，「システムの

改善」は，種々の設計上の工夫によりシステムを
簡素化し，主要な機器・系統の物量を削減すると
共にバランスオブプラント（原子炉及び主冷却設
備以外の設備，以下，BOP），建屋容積の削減を
図るものである。
　本研究では，主要なNa冷却炉のシステム改善方
策として，�原子炉構造のコンパクト化，�配管
短縮化，�ループ数削減，�機器合体等を検討し
ている。これらは，これまでの設計条件を超えた
領域にまで踏み込んだ革新的な概念であるが，現
在研究開発が進められつつある将来技術（高強度
の新材料（12Cr系鋼），新高温構造設計基準，３次
元免震技術，再臨界回避方策等）を採用すること
や，Na冷却材の持つ固有の長所（高沸点，高熱伝
導率）を最大限に活かすこと等により，現実のも
のになり得ると考えられる。
以上のことを踏まえ，本研究では経済性目標の達
成に向けて，次の二つのNa冷却炉概念を検討して
いる。
�　Na冷却大型炉
　出力を１５０万kWeとしてスケールメリットを追
求するとともに，ツインプラント（合計出力３００万
kWe）として設備の共有化を進め，かつ，システ
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図２　建設単価２０万/kWeに向けてのコストダウンの考え方
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ムの改善による物量削減を図った概念。
�　Na冷却中型モジュール炉
　出力を５０万kWeに抑えた６モジュールプラン
ト（合計出力３００万kWe）として設計の標準化や
量産効果を追求し，かつ，システムの改善による
物量削減を図った概念。
　これらの二つの炉概念は，いずれも２次冷却系
を有する概念として検討しているが，本研究では
経済性向上を更に図るという観点から，不活性中
間媒体によりNa水反応を局限し，２次冷却系の大
幅な簡素化を可能とする新型の蒸気発生器（以下，
SG）を採用した２次系簡素化概念についても検討
を進めている。
　以下，Na冷却大型炉，Na冷却中型モジュール
炉及び２次系簡素化概念の検討状況について述べ
る。

２.１　Na冷却大型炉

（１）候補概念の摘出
　フェーズ�では，スケールメリットを追求した
大型炉として，次の四つのNa冷却大型炉候補概念
を設定した（図３参照）。
１）ループ型炉
�　１次系機器合体・ループ数削減
２）タンク型炉
�　２次系機器合体・ループ数削減
�　機器合体・集中配置

�　機器・系統コンパクト化
　これらの候補概念について，前述の５項目の設
計要求への適合性を検討したが，いずれの概念も
設計要求に適合でき，経済性目標をクリアできる
見通しがあることが分かった。また，図３に示す
ように，１次系機器を合体し，ループ数を２ループ
に削減したループ型炉は，これらの４概念の中で，
原子炉及び主冷却設備（以下，NSSS）物量及び原
子炉建屋容積が最小となることが分かった。そこ
で，ループ型炉については，経済性目標をクリア
する見通しのある有望な候補概念と位置付けて，
設計検討を進めることとした。
　一方，タンク型炉については，いずれの概念も
物量がループ型炉より大きくなった。しかしなが
ら，これらの三つの概念で採用されているコスト
ダウン方策はそれぞれ異なっており，さらなる物
量削減の余地があると考えられた。そこで，これ
らの概念を統合し，互いの長所を相互に取り入れ
ることにより，より優れた経済性を有する新たな
タンク型炉概念の構築を図ることとした。
（２）候補概念の特徴
　上述の方針に沿って検討したNa冷却大型炉の
候補概念の特徴を以下にまとめる。
１）ループ型炉（図４及び図５参照）
�　原子炉構造のコンパクト化
　炉心のコンパクト化，炉内燃料取扱方式のコン
パクト化により炉容器径を既存の工作機械による
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図３　Na冷却大型炉の候補概念摘出
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リング鍛造が可能な範囲（φ9m台）に抑えている。
また，３次元免震技術の採用による地震入力の軽
減，再臨界回避による炉心崩壊事故（以下，CDA）
荷重の軽減等により炉容器を薄肉化（３０mm）す
るとともに，炉壁保護構造や炉心支持構造の簡素

化を進めている。
�　配管短縮化
　低熱膨張率，高強度の12Cr系鋼の採用及び現行
基準の持つ裕度を合理化した構造設計基準の高度
化等により配管を大幅に短縮し，コンパクトな機
器配置を実現している。
�　ループ数削減
　Na冷却材に固有の特長（低圧力での運転が可
能，高い伝熱能力等）の活用及び12Cr系鋼の採用
等により，熱交換器の大型化や伝熱構造のコンパ
クト化，すなわち，熱交換器１基当たりの出力増
加や冷却系１ループ当たりの出力増加が可能とな
る。構造健全性や製作性の見通せる範囲で冷却系
機器の大型化と配管の大口径化を図り，２ループ
構成として冷却系統を簡素化している。
�　１次系機器合体
　１次ポンプ（機械式）と中間熱交換器（以下，
IHX）を合体して，冷却系統の簡素化を図るとと
もに，クロスオーバレグ配管を削除している。
�　燃料取扱設備の簡素化
　高発熱の使用済燃料を水プールで直接貯蔵する
簡素化燃料取扱設備を採用し，炉外燃料貯蔵槽
（EVST）及びその冷却系を削除している。
�　ツインプラント化
　ツインプラントとして計画し，設備の共用化，
設備容量の削減を図っている。
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図５　Na冷却大型タンク型炉のプラント概念

1次ポンプ／ 
IHX合体機器 

原子炉容器 

2次ポンプ 

SG

炉心 

図４Na冷却大型ループ型炉のプラント概念
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２）タンク型炉（図６参照）
�　炉容器径の縮小
　炉容器内の機器の配置効率向上を意図して平面
形状を湾曲長円形としたIHX（湾曲長円形IHX：
図７参照）を採用している。これにより，炉心の
コンパクト化や炉内燃料取扱方式のコンパクト化
と併せて，炉容器径を１３.３mまで縮小している。
また，ループ型炉と同様，３次元免震採用による地
震入力の軽減，再臨界回避によるCDA荷重の軽減
等により炉容器を薄肉化（２５mm）している。
�　ループ数削減
　炉容器内の機器の配置効率等を考慮して，１次系
ポンプは３基としているが，冷却系統の簡素化を

意図して２次系を２ループ構成とし，IHX，SG及
び２次ポンプをそれぞれ２基としている。
�　２次系機器合体
　２次ポンプに電磁ポンプを採用し，２次ポンプ
とSGと合体して，冷却系統の簡素化を図ってい
る。
�　燃料取扱設備の簡素化
　ループ型炉と同様。
�　ツインプラント化
　ループ型炉と同様。
（３）比較検討
　プラント設計の評価に際しては，経済性，安全
性のほかに，構造健全性，製作建設性及び運転・
保守補修性の視点からの評価が重要になる。上述
の二つのNa冷却大型炉（ループ型炉及びタンク型
炉）について，これら五つの項目を比較検討した
結果を以下にまとめる。
１)　経済性（表１参照）
　より優れた経済性を目指した概念統合の結果，
タンク型炉のNSSS合計物量，原子炉建屋容積等
は相当削減されたが，ループ型炉の方が物量は幾
分小さく，建設費もやや低い。ループ型炉とタン
ク型炉の建設費は，それぞれ目標値の約０.８９倍，
約０.９１倍と評価されているが，概念検討段階の評
価でもあり，経済性に関しては，両者はほぼ同等
と見ることができる。また，両者とも経済性目標
（２０万円/kWe）を達成できる見通しである。
　なお，タンク型炉の運転サイクル長は，冷却系
と原子炉まわりを同時に定期検査ができないため
ループ型炉より４カ月長いが，稼働率は両者同程
度の値となっている。
２）　安全性（表１参照）
　両者とも，独立２系統の急速炉停止系（主炉停
止系及び後備炉停止系）を有しており，炉停止に
関する高い信頼性を確保している。また，ループ
型炉では自己作動型炉停止機構（以下，SASS），
タンク型炉ではSASS及びガス膨張機構（以下，
GEM）を採用し，受動的炉停止能力を確保してい
る。なお，タンク型炉のGEMは，再臨界回避方
策としての溶融燃料排出チャンネルを兼用するも
のである。
　崩壊熱除去に関しては，ループ型炉は２系統の
２次系共用炉心補助冷却システム（以下，IRACS）
＋１系統の直接炉心補助冷却システム（以下，
DRACS）を設置しており，またタンク型炉は４系

サイクル機構技報　No.１２別冊　２００１．９

技
術
報
告

図６　Na冷却大型タンク型炉のプラント概念

図７　湾曲長円形IHX
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統の１次系炉心補助冷却システム（以下，PRACS）
を設置し，各系統に必要除熱量の１００%の除熱容量
を持たせ，高い信頼性を確保している。また，両
者とも「全交流動力電源喪失」を想定しても自然
循環のみによる崩壊熱除去が可能となるよう，こ
れらの系統に高い自然循環除熱能力を持たせてい
る。
　格納系に関しては，格納容器内のNaバウンダリ
をすべて二重構造とし，Na漏えいによる影響を
その中に局限する設計としていること等から，
ループ型炉は建屋一体型ライナ内張り矩形鉄筋コ
ンクリート製格納容器，タンク型炉はガードベッ
セル＋上部ドーム式格納境界，という簡素な格納
方式を採用している。
　上述の炉停止系及び崩壊熱除去系の設計によ
り，ループ型炉，タンク型炉とも炉心損傷の発生
頻度を十分低いレベルに抑えることができるが、
あえて炉心損傷の発生を仮想した場合でも，再臨
界による急激なエネルギー発生を回避できるよ
う，次のような方策を採用している。
　まず，ループ型炉，タンク型炉ともボイド反応
度を６＄未満に制限し，起因過程での再臨界回避
を図っている。特にタンク型炉では，上部Naプ

レナム付き炉心を採用し，その効果も含めてボイ
ド反応度を低減する方策をとっている。
　また，遷移過程での再臨界回避方策として，ルー
プ型炉では軸方向ブランケットペレット一部削除
（以下，ABLE）概念を採用し，溶融燃料の炉心領
域外への早期排出を図っている。一方，タンク型
炉ではABLE概念の採用に加え，溶融燃料排出
チャンネルの設置や，厚肉ラッパ管燃料集合体の
リング状配置による溶融燃料プール連結の防止と
いった方策を採用している。
　事故後物質再配置及び事故後熱除去（以下，
PAMR/PAHR）対策としては，ループ型炉，タン
ク型炉とも原子炉下部構造を工夫し，炉心下部プ
レナムにおいて溶融燃料を冷却するのに十分な
Na容積とデブリ保持面積を確保することとして
いる。
　再臨界回避については，両炉型とも，溶融燃料
の炉心領域外への早期排出方策の有効性，
PAMR/PAHR対策の有効性を試験等により検証
していく必要がある。
　このように，ループ型炉，タンク型炉とも，受
動的炉停止能力の付与，全交流動力電源喪失への
対応，再臨界回避，炉心損傷発生頻度の低減

技
術
報
告

備　　　考タンク型炉ループ型炉項　　　目

２０万円/kWe以下を達成できる見通し建設費

経　済　性

約４９．５カ月約４６カ月建設工期

約４４日約４０日定検期間（標準）

約９３%約９２%稼働率

約４%約４．１%所内負荷率

原子炉１基当たり約２，７７０t約２，６２８tNSSS物質

原子炉１基当たり約１３万m3約１２万m3原子炉建屋容積

独立２系統（主炉停止系＋後備炉停止系）
炉停止系

安　全　性

受動的炉停止能力を確保SASS，GEMを設置SASSを設置

自然循環除熱能力を確保PRACS×４IRACS×２＋DRACS×１崩壊熱除去系

ガードベッセル＋上部ドーム
式格納境界

ライナ内張り矩形鉄筋コンク
リート製格納容器

格納系

起因過程：ボイド反応度制限

最臨界回避方策
有効性の実施が課題

遷移過程：ABLE概念＋燃料
排出チャンネル＋厚肉ラッパ
管のリング状配置

遷移過程：ABLE概念

炉構造：３１６FR，冷却系：１２Cr系鋼使用材料

構造健全性

新構造設計基準の考え方（非弾性解析の採用，許容値の合理
化等）を一部先取り

構造設計基準

３次元免震技術を採用耐震性確保

湾曲長円形IHXの構造健全評
価に注力

クリティカルとなる箇所の構
造健全性を評価

評価部位

表１　ループ型炉とタンク型炉の経済性，安全性及び構造健全性の比較
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（１０‐６/ry未満）という実用化戦略調査研究での設
計要求事項を満足できる見通しである。
３）構造健全性（表１参照）
　使用材料が，原子炉構造316FR，冷却系12Cr系
鋼（HCM12A）であること，基本的には実証炉用
高温構造設計方針案（以下，DDS）に則って構造
設計を行うが，DDSの有する裕度を合理化した
新たな基準の考え方（非弾性解析の採用，１次応力
の許容値の拡大等）を一部先取りしていることは，
ループ型炉，タンク型炉とも共通である。また，３
次元免震技術を採用し，機器の健全性（耐座屈性）
及び炉心の耐震性（集合体浮き上がり，反応度投
入の抑制）を確保していることも両者共通である。
�　ループ型炉の構造健全性評価
　熱応力に対する構造健全性については，炉容器
の炉壁保護構造を簡素化して高温容器化したこ
と，配管を短縮したこと，ループ数削減及び機器
合体によりIHX及びSGが大型化したこと等，本プ
ラントの構造上の特徴と熱過渡特性上の特徴を考
慮してクリティカルとなる箇所（炉容器のホット
レグ配管吸込部と液面近傍，１次系配管，IHX上
部管板及びSG出口蒸気管板）を摘出し，構造健
全性評価を行った。その結果，上述の構造設計基
準の高度化等により，成立の見通しがあるとの結
論を得ている。
　また，耐震性については，炉容器の耐座屈性と
炉心の耐震性について評価しているが，炉容器が
比較的厚肉かつ小径であることから，タンク型炉
と異なり，炉容器の耐座屈性ではなく炉心の耐震
性がクリティカルとなること，炉心の耐震性を確
保するためには上下方向固有振動数が5Hz以下の
３次元免震が必要となることが分かっている。
　本プラントでは，機械式ポンプとIHX伝熱管を
近接配置する１次ポンプ・IHX合体機器を採用し
ており，伝熱管のフレッティング摩耗が懸念され
るが，予備的な評価の結果，寿命期間中の伝熱管
摩耗深さを許容値以下に抑えることが可能との見
通しを得ている。
　また，漏えい先行型破損（以下，LBB）の成立
性については，実証炉等に比べて厳しい条件では
あるが，１次主配管，２次主配管とも成立可能な見
通しである。
　なお，本プラントでは，炉上部プレナム内や主
配管内のNa流速の高速化と関連して，炉容器液
面からのカバーガス巻き込み，炉内構造物（ディッ

ププレート，炉心上部機構等）への熱荷重及び流
力荷重，１次主配管の不安定振動やキャビテーショ
ン等が課題となる。これらの課題に対しては，３
次元熱流動解析による炉上部プレナム内流況の把
握，既往知見ベースでの検討等を実施し，課題解
決に向けて一定の見通しを得つつあるが，今後，
炉内流動試験や配管の不安定振動特性試験を通じ
て実験的・解析的知見を蓄積し，設計の最適化を
図って行く必要がある。
�　タンク型炉の構造健全性評価
　経済性向上に向けて炉容器径を極力小さくする
ためIHXを湾曲長円形とし，それを炉容器内に非
対称配置している点に構造上の特徴がある。この
ため，構造健全性評価は，IHXの成立性に重点を
置いている。
　IHXは，圧損上の制約，PRACSとの取り合い，
シール構造の取りやすさといった点を考慮して管
内１次としているが，胴に加わる圧力荷重（Na水
反応による荷重等）に耐えられるよう，バッフル
板を胴に固定して強度メンバーとしている。胴部
に発生する曲げ応力，バッフル板に加わる面内応
力を評価し，バッフル板の枚数，ピッチ及び板厚
を，それぞれ９枚，４３０mm及び１５mmとしている。
　湾曲長円形IHXは，管束部流れの不均一により
伝熱管間温度差が大きくなり伝熱管座屈の発生
や，湾曲長円形管板の熱応力に対する構造健全性
が懸念される。特に，後者についてはPRACSコイ
ルが管板直上に設置されていることから，起動時
のコールドショックや冷却材の温度ムラの影響が
考えられる。これらについては，バッフル板を多
孔板構造とすること及びPRACSコイルの配置等
を工夫すること等の対応方策がある。
　湾曲長円形IHXの成立性のほかに，熱応力に対
する構造健全性，耐震性，LBBの成立性，Na流速
の高速化に伴う熱流動等について検討する必要が
あり，IHXを炉容器内に非対称に配置しているこ
とから，炉容器内熱流動，温度分布の確認が特に
重要である。これらはループ型炉での検討結果か
ら見て，基本的には解決可能と考えられる。
　以上のように，それぞれ課題はあるものの，
ループ型炉，タンク型炉とも，構造健全性の確保
は可能と考えられる。
４）製作建設性
　ループ型炉，タンク型炉とも，ループ数削減等
に伴って機器が大容量化するが，IHX，SG等の主
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要機器の寸法を抑え，工場製作が可能な範囲とし
ている。なお，タンク型炉の場合は，湾曲長円形
IHXの製作性について検討が必要である。
　ループ型炉の炉容器は，現有設備でのリング鍛
造・削り出しが可能な直径（９m台）及び肉厚
（３０mm）に抑えている。また，タンク型炉の炉容
器は板溶接で製作することになるが，特に大きな
課題はない範囲である。
　なお，ループ型炉，タンク型炉とも，大口径主
配管の製作性，12Cr系鋼薄肉管（IHX伝熱管）の
製作性について確認が必要である。
　以上のように，ループ型炉，タンク型炉とも製
作上大きな課題のある構造物はない見通しであ
る。また，検査性，組立・輸送・据付性及び現地
試験性で課題となる構造物もない見通しである。
５）運転・保守補修性
　ループ型炉，タンク型炉とも運転上の大きな課
題はないと考えられるが，炉容器内のNa流速が高
くなるので，液面からのカバーガス巻き込み防止
が特に重要な課題となる。
　なお，固体電解質水素計，音響計などの検出性
能と信頼性を高めることにより，SG水リーク時の
Na水反応の規模と影響を局限することができる
が，タンク型炉の場合，上述の湾曲長円形IHXの
成立性との関連で，IHX胴に加わる圧力荷重を抑

制する観点から，このような対応により設計基準
漏えい（以下，DBL）を１本相当に低減すること
が必須の要件となっている。
　表２にループ型炉とタンク型炉の検査性につい
て比較した結果をまとめた。ループ型炉，タンク
型炉とも１次冷却材バウンダリの目視・体積検査，
炉内構造物の検査，炉心支持構造物の検査等が可
能であるが，炉内構造物の検査の際，タンク型炉
は１次ポンプ及びIHXを撤去してアクセスする必
要がある。また，検査対象となる炉内構造物がルー
プ型炉に比べて多く，隔壁構造も複雑である。
　ループ型炉，タンク型炉とも冷却材漏えいの検
出及び漏えい箇所の同定，SG水リークの検出及び
漏えい箇所の同定，主循環ポンプ（電磁ポンプを
含む）の異常検出，遅発中性子の検出が可能であ
る。なお，破損燃料検出系での遅発中性子の検出
については，両炉型とも１次系が炉心に近接配置
されているため，従来の概念以上の工夫が必要で
ある。
　表２にループ型炉とタンク型炉の補修性につい
て比較した結果をまとめた。ループ型炉，タンク
型炉とも炉内構造物の補修，１次ポンプの補修，
IHXの補修等が可能であるが，補修のためのアクセ
ス性及び補修の容易性について見ると，以下のと
おりタンク型炉はループ型炉に比べ不利である。
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タンク型炉ループ型炉項　　　目

容器とガードベッセルの間の間隙を確
保して検査機器をアクセス。

○
容器とガードベッセル，配管と外観の
間の間隙を確保して検査機器をアクセ
ス。

○
１次冷却材
バウンダリ

検査のための
アクセス性

検査性

１次ポンプ及びIHXを撤去してアクセ
スする必要がある。

△
アクセスホールを通しての検査が可
能。

◎炉内構造物

炉心退避後，１次Naをドレンして検査。○炉心退避後，１次Naをドレンして検査。○炉心支持構造物

検査対象となる炉内構造物が多く，か
つ，隔壁構造が複雑。

△

検査対象となる炉内構造物が少ない。
なお，溶接線長さははタンク型炉より
長くなるが，機器が分散している利点
を活かして効率的な検査を計画し得
る。

◎検査の容易性

炉心退避後，１次Naをドレンして補修。○炉心退避後，１次Naをドレンして補修。○炉内構造物

補修のための
アクセス性

補修性

炉容器からの引抜き補修が可能である
が，遮蔽対策が重要となる。（ポンプ
破損時に，ルースパーツ対策という観
点からの注意も必要）

△IHXからの引抜き補修が可能。◎１次ポンプ

２次主配管を切断した上で，炉容器か
らの引抜き補修を行う必要がある。遮
蔽対策が重要となる。

△
インプレース補修が可能（ポンプ引抜
き孔からのIHXの伝熱管及び管板への
アクセスが可能）。

◎IHX

機器が集中しており，並行作業を行い
難い。また，補修対象となる炉内構造
物が多い。

△
機器が分散しており，並行作業を行い
やすい。また，補修対象となる炉内構
造物が少ない。

◎補修の容易性

表２　ループ型炉とタンク型炉の保守補修性の比較　
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�　１次ポンプ及びIHXが炉容器内に設置されて
いるタンク型炉では，これらを補修する際の遮
蔽対策がより重要となる。

�　ループ型炉の場合，１次ポンプの引抜き孔から
IHXの伝熱管及び管板にアクセスできるので，
IHX伝熱管のインプレース補修が可能である
（ただし，インプレース技術開発は必要）。一方，
タンク型炉の場合，コンパクト化に有利な管内
１次方式のIHXであることから，２次主配管を
切断してIHXを炉容器から引抜き，その上で補
修を行う必要がある。

�　ループ型炉の場合，機器が分散して配置され
ており，機器が集中配置されているタンク型炉
に比べ並行作業を行いやすい利点がある。

　以上のように，ループ型炉，タンク型炉とも，
運転・保守補修性に関する大きな課題は基本的に
はないといえる。ただし，タンク型炉に関しては，
湾曲長円形IHXの成立性との関連でNa水反応の検
出性能及び信頼性の向上が求められること，１次ポ
ンプやIHX伝熱管の補修がループ型炉に比べて困
難であること等，ループ型炉に比べて不利な点が
いくつか存在している。
（４）フェーズ�候補概念の選定
　以上のように，経済性，安全性，構造健全性，
製作建設性及び運転・保守補修性に関する評価結
果の比較に基づき，フェーズ�に向けて最も有望
なNa冷却大型炉概念としてNa冷却大型ループ型
炉を選定した。
　選定根拠は以下のとおりである。
�　経済性，安全性，構造健全性及び製作建設に
ついては，ループ型炉とタンク炉は同等といえる。

�　タンク型炉には，１次ポンプやIHX伝熱管の補
修に遮蔽対策が必要であり容易でないこと等，
炉心と１次系機器を集中配置することに伴う課
題が存在しており，運転・保守補修性に関して
はループ型炉が優れていると判断する。
�　以上の点に加え，ループ型炉の場合，更なる
経済性向上のポテンシャルである２次系簡素化
にも移行しやすいという特長がある。タンク型
炉で２次系を削除する場合，１次ポンプとSGを
共にタンク内に設置するオプションと，１次ポ
ンプのみタンク内に設置するオプションがある
が，特に前者の場合，スペース的な制約で，
ループ数削減による物量低減方策の採用が困難
となる。

２.２　Na冷却中型モジュール炉

（１）候補概念の摘出
　Na冷却中型モジュール炉は，中型出力規模固有
のコストダウン方策と，中型出力炉を複数組み合
わせて大出力発電所を構成するときのモジュール
効果とにより経済性向上を図る概念である。まず，
代表的な既往中型炉モジュール炉設計のS-PRISM1）

（４１.２万kWe）の調査と，代表的な既往小型炉設
計４S炉２）（５万kWe）から出力アップを図った
概念（4S‐200（２０万kWe））の検討を行い，コス
トダウン方策の分析を行った。その結果，以下に
示す中出力規模のコストダウンの着眼点が摘出さ
れた。
�　原子炉容器のコンパクト化（製作・据付コスト）
�　２次系機器数の削減（冷却系の大容量化）
�　崩壊熱除去系等安全系の簡素化
�　低コスト/短期間建屋建設工法の導入
　これらの着眼点から５０万kWe出力の中型炉プ
ラント概念を検討した。
（２）候補概念の検討
１）コストダウン方策の適用
�　原子炉容器のコンパクト化（φ６m台）
　ループ型炉は，φ６m台の原子炉容器とするこ
とにより通常の機内鍛造法（プレス機械外径内で
の荷重鍛造方法）と機械加工により製作が可能に
なるため、φ６.５７m /５０万kWeの原子炉構造とし
た。
　タンク型炉では６m台の原子炉容器は期待でき
ないため，現地搬入及び吊込み限界（１，０００トン）以
内となるように湾曲長円型の炉内IHXを採用しφ
９.３m/５０万kWeという原子炉構造とした。
�　２次系機器数の削減（５０万kWe/基）
　単基出力増加による系統数削減及び単基当たり
の機器コストダウンを目的に２次系１ループの５０
万kWe(１１９万kWt)/基出力とした。
　ループ型炉の設計ではポンプとSGは分離し，
ヘリカルコイル型SGより約２０%の物量削減が期待
できる直管型SGを採用しコストダウンを図った。
　タンク型炉の設計では，ヘリカルコイル型SGを
採用して電磁ポンプと合体させることで単基のコ
ストダウンを図った。
�　崩壊熱除去系等安全系の簡素化
　崩壊熱除去系は，２次系１系統の体系で信頼性
を確保し，受動的システムによる系統の簡素化を
図った。
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　ループ型炉では，炉心と熱交換器の伝熱中心差
を確保しやすいという特徴を活かして，PRACS2
系統，IRACS1系統の３系統構成で冗長性を確保し
ながら，２次系完全自然循環により動的機器を削
減した。
　タンク型炉は，炉心出力に比べ炉容器径が大き
い特徴を活かした原子炉容器補助冷却システム
（以下，RVACS）とSG補助冷却系の容器直接空気
冷却２系統で流路（スタック）の多重化による冗
長性を図った。
�　低コスト/短期間建屋建設工法の導入
　建屋のコストダウンと現地組立作業を低減化す
る方策として，一括輸送単位を拡大（大型ユニッ
ト化）することや建屋の構造を船殻構造（鉄板溶
接ブロック構造）等の低コスト建屋にするといっ
た２種類のアプローチが考えられ，両者ともコス
ト，期間の両面からの効果が期待できる。
　ループ型炉の設計では前者を採用した。輸送に
関して約４,０００トンまでのユニットを一括輸送で
きると見込んでおり，フロアレベル＋３５mまでの
原子炉建屋を一括して輸送でき，中型炉の特徴を
活かせる。そのため本プラントは，３３カ月という
短期間の現地建設工期となっている。
　タンク型炉の設計では，後者を採用し４０カ月の
建設工期とした。

２）プラント概念
　上述のコストダウン方策を適用したNSSS概念
を図８に示す。本概念は，５０万kWe相当の３モジ
ュールに対し，１５０万kWe出力のタービンを接続し
１発電ブロックとした。ここで，中央制御室，燃
取系，BOPなどはモジュール間で共用化しコスト
ダウンを図っている。また，６モジュール製作の習
熟効果によるコストダウンも期待できる。なお，
大型炉ツインプラントとの比較は３００万kWeの電
気出力で実施した。
（３）フェーズ�候補概念の選定
　以上のループ型炉とタンク型炉の比較結果を以
下に示す。
�　経済性，安全性，構造健全性及び製作建設性
については，大型炉と同様に両者とも同等とい
える。ただし，経済性においては，ループ型炉
の方が物量，建設工期，コストダウン方策の数
において優位なものとなった。発電ブロックの
プラント建設コストは，両概念とも２０万円
/kWeを下回る評価を得ている。

�　運転・保守補修性に関する差異は大型炉と同
様にループ型炉が優れている。

�　更なる経済性向上のポテンシャルとしては，
熱出力の増加によるコストダウン及び２次系簡
素化といったものが挙げられる。タンク型炉は，
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図８　Na冷却中型モジュール炉候補概念の特徴
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原子炉一体吊込み重量制限及びRVACSによる
崩壊熱除去限界により本概念を維持したまま出
力を増加することは難しい。一方，ループ型炉
は原子炉容器径が増加することを除けば本概念
を維持したまま出力増加は容易であり，大型炉
と同様に２次系簡素化との相性が良い。

　以上の理由により中型モジュール炉においても
ループ型炉をフェーズ�候補概念として選定した。

２.３　２次系簡素化概念

（１）候補概念の摘出
　２次系簡素化概念は，従来型Na冷却炉の２次Na
に代えて，不活性な中間熱媒体を採用することに
よりIHXとSGを合体した概念で，伝熱管破損時の
Na水反応の局限化による安全性向上，系統簡素
化・機器合体による経済性向上を図っている。
　フェーズⅠでは，メーカ提案やアイデア公募を
基に，以下の主要な２次系簡素化概念を摘出し，
構造概念を具体化した後，経済性，安全性などの
比較評価をもとに，フェーズ�以降の検討対象と
すべき有望な候補概念の絞り込みを行った。
�　鉛ビスマス熱媒体プール型SG
�　鉛ビスマス熱媒体チューブ型SG
�　固体熱媒体型SG

　各概念の特徴を表３に示す。�は鉛ビスマス充
てん容器内に独立したNa伝熱管と水蒸気伝熱管
を設置した概念で，大阪大学の発案文献に基づい
ている。�は鉛ビスマス入り同心円状二重管を採
用した概念，�は銅などの固体熱媒体を介して
Na伝熱管と水蒸気伝熱管を接合した概念である。
（２）構造概念の具体化
　ループ型のNa冷却大型炉への採用を考慮して，
交換熱量１７８.５万kWt，Na温度５５０℃/３９５℃，蒸気
条件４９８℃/１７.２MPa，給水温度２４０℃の条件で，
各構造概念の具体化検討を行った。
　鉛ビスマス熱媒体チューブ型SGの中で，三重管
型SGの検討例を図９及び図１０に示す。本概念は
直管三重管の間隙部に鉛ビスマスを充填した概念
で，内管内側を水蒸気，外管外側を１次Naが流れ
る。Na及び水蒸気バウンダリを空間分離して同
時リーク時のNa水反応規模を緩和するために，内
外管の間隙部に隔壁管を設置した。０.０１kg/s以
下の水リーク率（管束部下端での内管破損を想定）
では，リークした水蒸気は内管と隔壁管間を上昇
して，カバーガス空間に移行する。高い水リーク
率や下部プレナムで内管破損した条件では，リー
ク水が外管と隔壁管間に流れ込むが，間隙幅が狭
いため，そこに流れ込むことができるリーク水量
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３１

サイクル機構技報　No.１２別冊　２００１．９

は０.０２kg/sに制限される。内管破損と外管破損を
重ね合わせることは極めて保守的な想定である
が，この場合でもNa水反応規模は十分に小さく，
炉心安全防護上，成立する見通しである。

（３）比較評価
　各２次系簡素化概念の比較評価を表３中に示し
た。
�　安全性について，Na伝熱管破損時の鉛ビスマ
スリーク対応や固体熱媒体部でのき裂進展挙動
などの開発課題を有するが，いずれの概念も同
時リーク時にNa水反応が発生せず，Na水反応
事故排除のポテンシャルが高い。ただし，鉛ビ
スマス熱媒体チューブ型SGでは，伝熱管の構造
上，貫通破断の想定を排除するための安全の考
え方及び設計対応を明らかにする必要がある。

�　経済性について，鉛ビスマス熱媒体チューブ
型SGのコストが最小で，２次系を有する概念の
約０.６８倍（原子炉構造を除くNSSSを対象。プ
ラント全体で５％のコスト低減に相当）と推測
される。鉛ビスマス熱媒体プール型SGは，伝
熱面積や鉛ビスマス量が増加するが，リフトポ
ンプなどの鉛ビスマス自然循環性能の向上方策
を取込むことにより２次系を有する概念に対し
て約１０％のコスト低減が期待できる。今後，ア
ルゴンガス循環系（リフトポンプ）や鉛ビスマ
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図１０　チューブ型の伝熱管構造と水リーク挙動

図９　鉛ビスマス熱媒体チューブ・三重管型SGの構
　　　造概念図
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ス補助系のコスト影響を明らかにする必要があ
る。一方，固体熱媒体型SGは，固体熱媒体の
加工・伝熱管との接合コストが高いため，コス
ト低減が困難な見通しである。

　以上より，フェーズ�以降の検討対象概念とし
て，経済性及び安全性の要求条件を満足できる，
鉛ビスマス熱媒体プール型SGと鉛ビスマス熱媒
体チューブ型SGを選定した。フェーズ�では，設
計検討に加えて，伝熱管の試作や鉛ビスマスリー
クに関連する安全試験などを行い，最終的な候補
概念を決定する計画である。

３．重金属冷却炉

　重金属冷却炉の冷却材としては，ロシアでの研
究実績等の先行研究例を基に，鉛及び鉛ビスマス
（鉛ビスマス共晶合金，Pb４５％‐Bi５５％）を対象と
した。これらの重金属冷却材の主要な特徴は以下
のとおりである。
（１）重金属冷却材の長所
①　中間冷却系が不要であり，冷却材漏えい燃焼
に起因した火災防止設備も不要（重金属は水と
空気の反応性が低い）

②　冷却材の高沸点を活用した高い安全性の可能
性（鉛と鉛ビスマスの融点は各々１,７３７℃，
１,６７０℃であり，Naより高い）
③　Naより中性子吸収断面積が小さく，散乱断面
積が大きいので，優れた増殖性，マイナーアク
チニド（以下，MA）燃焼につながる可能性

④　再臨界回避ロジック構築による炉心設計への
影響がNa冷却炉より小さくなる可能性がある
［冷却材密度が混合酸化物燃料（以下，MOX燃
料）とほぼ等しいので，仮に燃料が溶融しても
炉容器底部に堆積し難い］

（２）重金属冷却材の短所
�　重金属は腐食性が強いため構造材料選択の範
囲が狭い（構造材との共存性が悪い）

�　Naよりも高比重であることから同じ流速で
比較すれば，構造材のエロージョンは一段と生
じやすいと懸念される。したがって，線流速の
制限が厳しくなり，設計自由度が低くなる（高
比重，構造材との共存性が低い）

�　冷却材の中性子照射により揮発性のPo‐210
が生じるため，冷却材を覆うカバーガス系及び
燃料取扱系を密閉管理する必要がある（核特性）

�　冷却材の密度が大きいためポンプ軸動力が大

きくなる。また，トリチェリの真空が問題とな
り，主冷却系及び崩壊熱除去系においてトップ
エントリ方式が成立し難い等，設計自由度が小
さくなる（冷却材が高比重）

�　高比重の冷却材及び厚肉化により重量が増加
した容器・配管の支持構造の成立性（冷却材が
高比重）

３.１　有望な炉型の選定

　有望候補概念の摘出のために，大型ループ型炉，
大型タンク型炉，中型ループ型炉及び中型タンク
型炉の４概念を具体化し，有望な炉型に関する検
討を実施した結果，以下の知見を得た。図１１に有
望な炉型選択の経緯を示す。
（１）大型ループ型炉
　大型ループ型炉は，冷却材が高比重のためトッ
プエントリ方式は成立し難い。一方，サイドエン
トリ方式では，冷却材が高比重のため浮動側の容
器支持構造の成立性が見込めず，また，直管で炉
容器とSG容器をつなぐ二重配管方式は，摺動部の
磨耗により防食のための酸化皮膜が剥離し，局所
的な腐食進展が懸念されると共に，内管部の供用
期間中検査(以下，ISI)も困難であるため，技術的
課題が大きい。
（２）大型タンク型炉
　大型タンク型炉は，構造健全性を確保するため
に容器径の増大に比例して容器肉厚を増大させる
必要があり，近似的にタンク容器重量∝(容器径２

×冷却材密度)となることから，重金属炉の大型タ
ンクは重量過大となる。工場からの運搬性にも困
難が生ずる。また，現有設備では，一体焼鈍１０m
以下，開先加工１３m以下が容器径の制限となり，容
器径の増大は高品質の原子炉容器製作性及びコス
トの面で不利となる。さらに，大型タンクでは固
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重金属炉の検討 
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配管支持構造 
の問題 

図１１　重金属の概念抽出工程
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有振動数が数Hz程度となり，適合する３次元免震
装置開発のハードルが高くなることも課題として
挙げられる。
（３）中型ループ型炉
　中型ループ型炉では，配管ルートについては大
型ループ型炉と同様に，配管支持構造の技術的実
現性の課題が大きい。
（４）中型タンク型炉
　中型タンク型炉では，上述の大型タンク型炉の
課題を避けることができ，モジュール化による経
済性向上の可能性があることから，有望な候補と
して挙げられる。
　冷却材については，鉛と鉛ビスマスが候補とし
て挙げられる。鉛（融点約３２７℃），鉛ビスマス
（融点約１２５℃）は高融点のため，運転時及び停止
時における冷却材の凍結対策の予熱設備負荷が大
きい。また，４００℃程度の高温センサーや計測線な
どの高温メンテナンス技術の開発が必要である。
さらに，低温側温度が４００℃以上となることから，
水・蒸気系の給水温度を高く設定する必要があり，
熱交換器の伝熱面積の増大により物量が増大す
る。
　また，鉛と鉛ビスマスの自然循環方式による崩
壊熱除去系への適合性を比較すると，鉛は冷却材
温度制御幅が狭いため，冷却材流路の凍結防止の
点で鉛ビスマスに比べて劣る。
　鉛ビスマスは，課題としてPo‐２１０問題やビスマ
ス資源量が挙げられていたが，予備的な検討結果
から，これらの問題は大きな制約とはならない見
通しである3)。
　以上より，有望な炉型として中型タンク型鉛ビ
スマス冷却炉を選定した。

３.２　冷却材駆動方式の選定

　鉛ビスマスとNaの自然循環能力を比較すると，
�　鉛ビスマスは同一流路条件での自然循環除熱
能力（ρCpβ０.５）はNaとほぼ等しい（Naの約
０.８倍）
�　鉛ビスマスは中性子の減速能が小さく（Naの
約１/３倍），同一炉心流路（P/D）条件ではNa
に比べ核特性が良い

�　鉛ビスマスはNa冷却炉と同程度の核特性を
得るのに広い炉心流路(大きなP/D)が許容され
る

　となり，鉛ビスマスの必要自然循環ヘッドは

Naの数分の１となることから，鉛ビスマスはNa
よりも自然循環炉に適している。したがって，鉛
ビスマス炉概念の駆動方式の候補としては，Na
冷却炉と同様の強制循環のほかに自然循環も有望
な候補と考えられる。
　概念構築に先立ち，有望な冷却材駆動方式（強
制循環，自然循環）に関する検討を実施した。
（１）駆動方式候補概念
　強制循環方式では，原子炉容器内に複数基の
SGとポンプを配置するため，炉容器径が増大し，
隔壁・配管等を用いた複雑な流路構成となること
が懸念される。このため，強制循環方式の概念で
はSG及びポンプの型式が重要な要素となり，SG
はコンパクトな矩形型のサーペンタイン方式SG
及び形状の自由度が高いバイヨネット方式SG，ま
たポンプは機械式ポンプと電磁ポンプを候補とし
て摘出した。
　一方，自然循環方式では，主要な機器はSGだ
けとなるため，性能に優れた一体ヘリカルコイル
方式を採用した完全自然循環炉概念を候補とし
た。また，このほかにリフトポンプ追加方式の自
然循環炉も候補として摘出した。各候補概念を図
１２～１５に，比較表を表４に示す。
（２）経済性
　経済性に関しては，完全自然循環方式がNSSS物
量７７５トンと最も小さく，次にリフトポンプ方式
が優れている。強制循環方式の物量が大きいのは，
SG物量の差による三つの要因がある。一つ目は，
強制循環方式では複数の小出力SGを採用するこ
とにより，SG物量が自然循環方式に比べ大きく
なる。二つ目は，伝熱性能の劣るSG型式を採用
しているため，SG物量が増大する。三つ目は，高
温・高圧の蒸気条件を採用しているため，伝熱管
の肉厚が厚くなることから伝熱特性が低下し，必
要伝熱面積が大きくなり，SG物量が増大する。
　また，強制循環方式に一体型ヘリカルコイル方
式SGを採用することにより物量削減を指向した
概念についても検討したが，NSSS物量は９０５トン
となり，他の強制循環方式に比べ優れているが，
自然循環方式の物量には及ばない。
　したがって，経済性をNSSS物量とSG物量で比
較した結果，自然循環方式が有望と考えられる。

３.３　完全自然循環方式鉛ビスマス冷却炉

（１）基本概念
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図１５　完全自然循環方式概念図図１３　電磁ポンプ＋バイヨネットSG方式概念図

図１２　機械式ポンプ＋サーペンタインSG方式概念図 図１４　機械式ポンプ＋一体型ヘリカルコイルSG方式
　　　概念図
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　概念構築においては，化学的活性度の低い鉛ビ
スマス冷却である特徴を生かし，物量削減による
経済性向上を目的として，２次系削除型，自然循
環冷却方式を採用する。しかし，冷却材が高比重
であるため，Na冷却炉のような１５０万kWeのス
ケール効果による経済性向上を目指すのは，炉容
器の製作性や運搬性，耐震性から困難であるた
め，中型モジュールプラントとする。
　経済性向上のため，燃料取扱設備及びBOP設
備の共用化による物量削減や，モジュール方式に
よる量産効果，習熟効果によるプラント建設費の
低減を図る。また，自然循環方式による１次系主
循環ポンプの削除及び所内負荷の低減を図る。
　安全性に関しては，窒化物燃料（定格時燃料温
度低）と冷却材沸点が高い（約１,６７０℃）ことか
ら，異常時の燃料温度の許容上昇幅が増加するこ
とを活かし，負のドップラ反応度フィードバック
による炉心出力静定機能を追及するとともに，炉
心損傷防止機能強化型の成立を図る。
　概念図を図１６～図１８に示す。炉型はモジュール
化による経済性向上を追求した中型（４０万kWe×
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強制循環方式自然循環方式

電磁ポンプ駆動方式機械式ポンプ駆動方式
リフトポン
プ追加方式

完全自然循
環方式 バイヨネッ

トSG
サーペンタ
インSG

一体ヘリカ
ルSG

バイヨネッ
トSG

サーペンタ
インSG

３５万３５万３５万電気出力（kWe）

８３３９９３８３３９９３炉心熱出力（MWt）

４２．０３７．５４２．０３７．５発電効率（％）

４９８℃/１７．６MPa
４０３．５℃
/６．５MPa

４９８℃/１７．６MPa４０３．５℃/６．５MPa主蒸気温度／圧力

５４０５４０４８４４９２Tout（℃）ヒート
バランス １２４１２４１８０△T

０．３０．３０．０２０．０１炉心圧損（MPa）

９．０１０．３９．１５９．０１０．３８．６
９．３（上部）
７．１（下部）

径（m）
RVサイズ

１６．５１５．５１６．５１９．５１９．６軸長（m）

１１５１３０１１０１１５１３０１２５１３０R/V

物
量
比
較

４０４５４０４０４５４５４５GV

１５５１７０２００１５５１７０１４５１６０炉内構造

７８０３２０２４５７８０３２０２４０２２０SG

１６０１６０１１０９５９５００ポンプ

１９５２３５２００１９５２３５２３０２２０路上部構造

１４４５１０５０９０５１３８０９９５
７８５＋ガス
系物量

７７５物量合計

４１．３３０．３２５．９３９．４２４．８
２２．４＋ガス
系物量

２２．１ton/万kWe

 表４　冷却材駆動方式の比較

燃料交換機 

CRDM

蒸気 

崩壊熱除去系 
（PRACS）伝熱管 

円筒一体型 
ヘリカルコイルSG

昇降式炉内 
中継用案内管 

炉内中継槽 

原子炉容器 

冷却コイル 

断熱ブロック 

ライナー 

加熱用パネル 

伝熱中心差 

炉心中心 

回転プラグ径 
炉内中継装置 

回転プラグ 

水 

SG伝熱部 

 図１６　鉛ビスマス冷却自然循環炉概念図 
　　　　　  （４０万kWe）
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４モジュール／１６０万kWeタービン１基）２次系
削除自然循環冷却タンク型であり，炉容器はNa冷
却炉と同等の検査性を考慮して，鋼製炉容器とし
ている。また，自然循環運転によりポンプを削除

し，炉容器内は円筒状２領域の単純な流路構成を
採用している（内側領域：上昇流，外側領域：下
降流）。SGは，炉容器一体型のヘリカルコイル方
式を採用し，NSSS物量削減を図っている。崩壊
熱除去系は，鉛ビスマスを冷却材とした自然循環
方式のPRACS（３系統）を採用し，SG上部に配
置している。
　自然循環方式を採用するために炉心圧損を
０.０１MPaに制限することにした。同制限を受け，
炉心圧損を低減するため燃料ピンについてP/D
（ピンピッチ／ピン径比）＝１.４８とし，また，同配
列の基で炉心性能の確保のために炉心燃料として
窒化物燃料を採用した。増殖比は径方向ブラン
ケット，軸方向ブランケットを設置して１.１９を達
成している。運転サイクル長は１９カ月（１０バッチ），
取出平均燃焼度は１５万MWd/tである。建屋は３次
元免震建屋，ガードベッセルはコンクリートライ
ナ構造を採用し，格納容器はモジュールごとに独
立である。基本仕様を表５に示す。
（２）経済性
　完全自然循環炉の経済性を評価した結果，目標
値の１.３０倍であり，現時点では，２０万円/kWeの
経済性目標は達成されていない。しかしながら，
予備的な評価によりモジュール単基出力の増大
（５５万kWe）等の方策により一層の経済性向上の
可能性があることを確認した4）。経済性向上を目
指した設計研究として，以下の課題に取り組む必
要がある。
①　炉心核熱設計の詳細化等に基づく単基出力増
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図１８　鉛ビスマス冷却中型モジュール炉建屋内配置鳥瞰図

SG

炉心 
原子炉容器 

図１７　鉛ビスマス冷却中型モジュール炉
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大の追及
②　NSSS物量の低減化
③　モジュール間での共用化を考慮したBOP概
念の詳細化・合理化

④　モジュール方式による製作費低減（量産効果，

習熟効果）
（３）安全性
　受動安全により事故時に炉心が溶融することな
しに事象を静定させ，再臨界を回避することを目
標とした。
　予備的な安全解析によれば，反応度抑制機能喪
失時においても運転温度許容幅が従来のNa冷却
炉よりも大きいことから，SASSを考慮しなくて
も，固有の安全性による異常静定を追求できる可
能性があることが分かった。反応度抑制機能喪失
時の一例として除熱源喪失事象（以下，ULOHS）の
解析結果を図１９に示す。
　５秒でSGの給水が停止したことにより蒸気発
生器出口温度が上昇し，それに伴い炉心出入口温
度も上昇し，３時間後には炉心出口温度が約６４０℃
に達している。炉心出口温度の上昇速度は，ドッ
プラ反応度による炉出力低下により，約１０℃／時
間と緩やかであり時間余裕がある。また，今回の
解析では考慮していないが，炉心入口温度上昇に
伴う炉心支持板膨張による負のフィードバック反
応度及び除熱源としてPRACSがあることを考慮
すれば，炉心損傷に至ることなく事象を収束でき
る可能性があるものと考えられる。
　今後は，固有の安全性の不確かさ（支持板反応
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基本仕様項　 　 目No

（２次系削除）自然循環冷却タンク型原 子 炉 型 式１

４００MWe電気出力（発電端）２
１，０５３MWt熱 出 力３
・ル ー プ 数４
４９２℃／３１２℃１次系PbBi 温度５
約14,350・／h１ 次 系 流 量６
４０３．５℃ ／ ６．５ MPa 主蒸気温度／圧力７
２２０℃／約１，６９６ton/h給水温度／流量８
蒸気タービンタービン発電機９
３８%プラント熱効率１０
９２%プラント稼動率１１

窒化物（増殖比は低下するものの酸
化物燃料にも対応可）

炉 心 ・ 燃 料１２

６，６００mm遮蔽体外接円径１３
１５万MWd/t（取出平均）燃 焼 度１４
１．１９（窒化物燃料）増 殖 比１５
主炉停止系及び後備炉停止系原 子 炉 停 止 系１６

�受動的炉停止方策 ： SASS設置
�CDA防止強化型：高熱伝導の窒化
物燃料＋高沸点のPb-Bi＋受動安全
強化

炉 心 安 全 性１７

炉心下部支持方式炉 心 支 持 方 式１８

ライナー構造方式　（*SGシュラウ
ド壁兼用）

炉 壁 保 護 構 造１９

単回転プラグ＋切込み付コラム型
UIS

炉 心 上 部 機 構２０

・（タンク型炉）１次系配管方式２１
・（完全自然循環方式）１次主循環ポンプ２２
一体貫流ヘリカルコイル型（1基）S G２３

PRACS（３系統：完全自然循環方
式）

崩 壊 熱 除 去 系２４

ライナ型ガードベッセル（断熱ブロ
ック＋ライナ）

漏 え い 対 策２５

ライナ内張一体型コンクリート製
格納容器（炉上部矩形室ライナ＋生
体遮へいコンクリートライナ）

原子炉格納施設２６

約１９ヵ月（EFPM）プラント運転サイクル２７

水プール貯蔵（IVS及びEVSTでの減
衰なし）

�燃料減衰待貯蔵２８

単回転プラグ＋切込み付コラム型
UIS＋パンタグラフ式FHM

�炉内燃料交換 ２９

炉内貯蔵なし／直接取出水プール
保管

�炉内/外燃料移送３０

３次元免震免 震３１
４０年以上プ ラ ン ト 寿 命３２
６．５万m3／モジュール原 子 炉 建 屋３３
複数モジュール方式モジュール構成３４

表５　基本仕様（完全自然循環方式ビスマス冷却炉）

図１９　安全解析例：定格運転状態からのULOHS
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度係数，ドップラ係数，冷却材温度係数等），運転
性を考慮した制御棒引き抜き速度，浮上り防止機
構を備えた制御棒の成立性の確認，SASSの構造
具体化とその信頼度及び取り扱いの考え方の確認
が課題となる。なお，PRACSについては構造具体
化，共通要因故障対策の検討が必要となるが，Na
冷却炉の崩壊熱除去系の設計・評価を参考にでき
ると考えられる。
　安全設計・評価方針の観点からは，耐腐食性を
含めた異常時の燃料健全性判断基準の確立が課題
である。また，設計基準事象の選定と個々の事象
に対する評価，特に安全保護系等の異常検出系の
具体化，性能要求条件の明確化等が今後必要とな
る作業である。
　蒸気発生器伝熱管破断（SGTR）対策として急
速ブロー設備により水リーク率抑制，ラプチャー
ディスクを設け長期の圧力上昇の影響緩和を想定
しているが，今後，解析評価により具体的な確認
が必要となる。また，SGTR時のバブリングによ
り１次冷却系内の圧力バランスに変動が発生し，
自然循環による炉心流量が大幅に変化することに
より炉心冷却性能が損なわれることがないこと
や，水蒸気の炉心への移行が生じないことの確認
が必要となる。
　Na炉のアルゴンガス系異常に対応した設計基
準事象を想定した場合，ポロニウムの環境中への
放出挙動を評価する必要があり，ソースタームと
してのポロニウムの評価手法を確立することが重
要である。
　格納系については，特に大きな問題はないと思
われるが，設計基準事象を設定し，それらの事象
に対応するための設計要求条件を整理することが
必要である。特に，主蒸気配管が格納バウンダリ
内部に存在することから，主蒸気漏えい時のバウ
ンダリ内圧力増大抑制方策について検討する必要
がある。また，立地評価に対応して，受動安全機
能による炉心溶融回避との設計目標との整合性の
観点から放射能線源をどのように設定すべきか，
従来のようにアプリオリに線源を仮定するか，機
構論的な設定条件を想定するか等の検討が必要で
ある。
（４）構造健全性
　酸化防護皮膜による腐食防止技術の成立性の確
認は，本概念における最も重要な課題である。炉
容器，炉内構造物，炉心材料等の各種構造材に対

して，防食技術の適用性を材料腐食試験を通じて
確認していく必要がある。
　特に，酸素濃度管理装置（酸素ガス，水素ガス
注入，酸素計，水素計）の成立性，鉛ビスマス純
化系に関するコールドトラップ方式の成立性等の
要素技術開発が必要である。酸素濃度管理につい
ては，タンク方式の冷却系統全体にわたり，自然
循環条件下で，酸素濃度分布が許容運転範囲に制
御できるかが課題である。以上の防食技術の開発
結果を踏まえて，腐食に対する構造設計基準を設
定する必要がある。
　また，冷却材が高比重であることから，燃料集
合体の浮き上がり防止機構を具体化する必要があ
る。特に，耐震設計に関しては，３次元免震装置
の開発が必要である。
（５）製作建設性
　製作性，建設性で特に課題となる点は少ない。
冷却材初期チャージの際に，大規模な仮設施設が
必要となり，その具体化検討が必要である。
（６）運転保守補修性
　運転性については，プラント起動時の冷却材予
備加熱方法の具体化，過渡変化時のプラント挙動
安定性，負荷追従性の確認が課題となる。
　ISIに関しては，炉心支持構造物，制御棒駆動機
構の検査性等が課題である。異常検出性に関する
課題として，破損燃料検出方法の成立性の確認が
あり，遅発中性子検出（DN）法を採用する場合
の中性子のバックグラウンドを低下させるため，
１次系内での遮へい設計の検討が必要となる。
　保守・補修性については，耐圧・耐熱性を備え
た鉛ビスマス中の透視検査技術の開発が課題であ
る。万一，冷却材のドレンを必要とするような補修
が必要となった場合に備えて，冷却材を抜き取る
技術の検討も必要である。ポロニウムを含む放射
性廃棄物の処理方策の確立も検討する必要がある。
（７）まとめ
　これまでの検討の結果，出力５５万kWeの中型モ
ジュールタンク型鉛ビスマス冷却炉とすることに
より，経済性目標を達成できる可能性があること
が分かった。また，本概念に関し，経済性の更な
る追求や安全評価の詳細化，その他種々の課題に
ついては，技術的成立性の見通しの確認や達成度
の限界を見極めることを目的として今後も検討を
行う必要がある。
　フェーズ�では，物量削減を通しての経済性追
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求を第一の目的として自然循環方式を選定し，開
発目標を達成できる見通しを得るまでに至った
が，炉心性能については従来のNa冷却炉と比べて
必ずしも満足できるものとはなっていない。すな
わち，腐食を考慮した被覆管温度制限（６５０℃ 以
下）や自然循環方式であることから，低出力密度
とならざるを得ず，その結果，重金属インベント
リが増大した（炉心：約３５トン，ブランケット：
約８６トン）。また，燃焼度目標１５万MWd/tonを達
成するためにPu富化度を高く設定せざるを得ず，
その結果，固有の負のフィードバック（ドップラ
係数）がNa冷却炉よりも小さくなり，重金属の高
沸点であることによる温度余裕を活かしきれてい
ないため，安全確保とのバランスを考慮した炉心
設計の再検討も必要と考えられる。このため，炉
心性能（増殖性，燃焼度等）の追求の観点から，
自然循環方式に限定せず，強制循環方式も視野に
入れた炉心性能の見極めが必要と考えられる。

４．ガス冷却炉

　ガス冷却炉の冷却材は，高温における化学的安
定性，取扱性と熱中性子炉における実績から炭酸
ガス，ヘリウムガスを選定した。ガス冷却材の主
な長所と短所は以下のとおりである。
（１）長所
①　炭酸ガス，ヘリウムガスは化学的に安定であ
るため，水，大気との反応がない。

②　ヘリウムガスは高温まで化学的に安定である
ため，高温域で使用したガスタービン直接発電
により，システムが簡素化でき，高い熱効率が
可能である。

（２）短所
①　ガスは密度が小さいため熱輸送性能（冷却材
密度×比熱）が小さくなることから，システム
を高圧にして，冷却材としての密度を高める必
要がある。

②　除熱性能が低いことから，Na炉と同等の安
全性を確保するためには耐熱性燃料や冷却シス
テムの機能強化が必要となる。

　フェーズ�では，ガス冷却材の特徴を活かし，
冷却材(炭酸ガス，ヘリウムガス)と燃料形態(ピ
ン型燃料，被覆粒子燃料)の組み合わせから，ピ
ン型燃料炭酸ガス炉，被覆粒子燃料ヘリウムガス
炉及び耐熱ピン型燃料ヘリウムガス炉についてプ
ラントシステム概念を検討した。

４.１　ピン型燃料炭酸ガス炉

（１）基本概念
　既存の炭酸ガス熱中性子炉の技術を利用するこ
とにより新たな開発要素を少なくし，現有技術の
延長線上でプラント性能向上と経済性向上を追求
した概念である。
　プラント基本仕様は，経済性向上のため電気出
力を大きくすると共に，熱輸送性能を向上させる
ため高圧システムとしており，表６に示すよう
に，電気出力１３７万kWe，原子炉圧力４.２MPa，炉
心入口/出口温度２６６℃/５３０℃に設定した。
　プラント概念は，図２０及び図２１に示すように，
プレストレストコンクリート型原子炉容器（以下，
PCRV）内にボイラ(１２基)，ガス循環機(８基)を
設置し，ボイラを介して蒸気タービンで発電する
システム構成である。PCRV上部には事故時の崩
壊熱を除去する崩壊熱ボイラ(１２基)を設置し，制
御棒駆動装置を下部に配置している。この結果，
原子炉構造はPCRV内に機器を集中して設置する
ことにより，配管や炉心上部構造を削減したシン
プルな構造となった。
（２）炉心･燃料
　炉心はMOX燃料を使用し，増殖比１.２，燃焼度
１５.５万MWd/tとなり，開発目標を満足する見通
しが得られた。また，窒化物燃料を採用すること
により，増殖比１.３８と高い増殖性能が期待でき
る。
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耐熱ピン型燃料
ヘリウムガス炉

被覆粒子燃料
ヘリウムガス炉

ピン型燃料
炭酸ガス炉

項　　目No

１，１２０MWe１，１２０MWe１，３７０MWe
電気出力
（発電端）

１

２，４００MWt２，４００MWt３，６００MWt熱出力２

約４７%約４７%約３８%プラント熱効率３

６．０MPa６．０MPa４．２MPa原子炉圧力４

４６０/８５０�４６０/８５０�２６６/５３０�
炉心入口／
出口温度

５

耐熱ピン型
窒化物燃料

被覆粒子型
窒化物燃料

ピン型
酸化物燃料

燃　料６

１５万MWd/t１０万MWd/t１５．５万MWd/t燃焼度７

１．２１．１１．２増殖比８

鋼製原子炉容器鋼製原子炉容器PCRV原子炉容器９

ヘリウムガス
タービン４基

ヘリウムガス
タービン４基

蒸気タービン
１基

タービン
発電機

１０

鋼製格納容器鋼製格納容器SCCV格納容器１１

表６　ガス冷却炉のプラント基本仕様
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　炉心仕様は，炉心直径５.９m，炉心高さ１.２mで
あり，燃料集合体６１６体，ブランケット燃料集合体
１９８体である。また，燃料集合体は３９７本の燃料ピ
ンから構成され，燃料ピン径７.２９mm，燃料ピン
全長４,０２０mm，燃料ピンピッチ１０.３６mmである。
なお，燃料被覆管材料はニッケル合金（PE１６）を
採用している。

（３）安全性
　ガス冷却材の特徴として，炭酸ガス密度が
２６kg/m3と小さいため，熱輸送性能が低くなる
（例えば，炭酸ガス：Na＝３：１００）ことから炉心
の冷却性能が問題となる。したがって，ガス冷却
炉において考慮すべき代表的な事象として減圧事
故を選定し，冷却性能を評価した。その結果，炉
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図２０　ピン型燃料炭酸ガス炉概念

図２１　プレストレストコンクリート型原子炉容器構造
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心出口温度高により原子炉がトリップし，ガス循
環機により冷却材を循環させ，崩壊熱ボイラによ
る除熱により，燃料被覆管制限温度９００℃（暫定値）
に対し，被覆管最高温度は８００℃ 程度となり，炉
心の安全性が確認された。
　また，設計基準事象より過酷な事象として，減
圧事故＋スクラム失敗＋動的機器不動作を想定し
た場合，CDAに至る概念であるため燃料ピンピッ
チを大きくするとともに，下部軸ブランケット燃
料の一部を削除することにより，溶融燃料が流れ
落ちやすい設計とした。さらに，溶融燃料を受け
止め，長期安定冷却するためのコアキャッチャー
概念を策定し，再臨界の回避及び溶融燃料の冷却
が可能となる見通しが得られた。なお，コアキャッ
チャー概念については，溶融燃料に対する冷却性
能等を試験により確証してゆく必要がある。
（４）経済性
　経済性向上の観点から，PCRV，格納容器を合
理化設計することにより原子炉建屋をコンパクト
にした設計とした。具体的には，PCRVは燃料交
換用スタンドパイプを削減すること及びボイラ配
置を合理化すること，また格納容器はテンドンを
削減したスチールコンクリート型格納容器
（SCCV）を採用するとともに，ガス循環機の保守
スペースを格納容器外に変更することにより原子
炉建屋をコンパクト化した。
　この結果，原子炉建屋容積は約１４万m3/ユニッ
トであり，原子炉構造の鋼材物量はPCRVが約
２,５４０トン，ボイラ(１２基)が約１,４８０トン，ガス循
環機(８基)が約３００トンで合計鋼材物量は約４，３２０
トンとなり，電気出力当たりの鋼材物量は約３.２
トン/MWeとなった。なお，PCRVのコンクリー
ト重量は約３０,０００トンであり，原子炉建屋以外に
蒸気タービンを収納するタービン建屋が約１８万m3必
要である。
（５）開発課題
　安全性の観点からCDAに対するコアキャッチャー
の性能評価が必要である。また，運転時の所内電
気負荷をみるとガス循環機負荷が大きいため，所
内電気負荷の小さな大容量ガス循環機の開発が必
要である。さらに，高速中性子フルエンス条件下
におけるPCRVの健全性や実績がないSCCVの健
全性を確認する必要がある。

４.２　被覆粒子燃料ヘリウムガス炉

（１）基本概念
　高温まで化学的に安定なヘリウムガスの特性及
び被覆粒子燃料の耐熱性を活かして原子炉出口温
度を高温にし，原子炉出口から直接ガスタービン
発電を行うことにより，高いプラント熱効率とシ
ステムの簡素化による経済性を追求した概念であ
る。また，過酷事象（例：減圧事故＋スクラム失
敗＋動的機器不動作）に対してもCDAに至らない
安全性を目指した概念である。
　プラント基本仕様は，表６に示すように，経済
性向上のため電気出力を大きくするとともに，熱
輸送性能を向上させるため高圧システムとしてお
り，電気出力１１０万kWe，原子炉圧力６MPa，原
子炉入口/出口温度４６０℃/８５０℃に設定した。
　プラント概念は，図２２～図２４に示すように，鋼
製原子炉容器を採用し，ガスタービン（４基）を
収納するガスタービン発電ユニット容器（４基）
と二重管配管で接続され，上部には補助炉心冷却
器（４基）を設置し，下部には制御棒駆動装置が
配置されている。
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ガスタービン 
発電ユニット 

原子炉 

図２２　ヘリウムガス冷却炉
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（２）炉心･燃料
　炉心は窒化物燃料を使用して増殖比１.０９，燃焼
度約１０万MWd/tとなり，開発目標の炉心性能を
満足できていない。炉心出力密度はCDAを防止
するため，約３０W/cm3と低出力密度に設定されて
いる。

　炉心仕様は，炉心直径５.６m，炉心高さ３.２mで
あり，燃料集合体４３８体，ブランケット燃料集合体
１４４体である。また，燃料集合体は燃料コンパート
メント，軸ブランケット，遮蔽体から構成され，
燃料コンパートメント内に被覆粒子燃料が充てん
されている。燃料粒子の外径１.９４mm，燃料核径
１.５mmである。なお，事故時の温度上昇に対し安
全性を確保するため，燃料コンパートメント及び
燃料被覆は耐熱性材料を採用している。
（３）安全性
　ガス冷却材の特徴として，ヘリウムガス密度が
２.６kg/m3と小さいため，熱輸送性能が低くなる
（例えば，ヘリウムガス：Na＝1：１００）ことから
炉心の冷却性能が問題となる。したがって，過酷
事象（減圧事故＋スクラム失敗＋動的機器不動作）
を想定し，冷却性能について事故解析した結果，
流量制限機構により破断面積を５０cm2に制限し，
受動的炉停止装置が事象発生後３５０秒で作動する
条件の場合，自然循環で補助炉心冷却器により冷
却されることから，燃料コンパートメント制限温
度２,２００℃ に対し，最高温度は２,０３３℃ 程度とな
り，炉心の安全性が確認された。
（４）経済性
　原子炉出口から直接ガスタービンにより発電す
るため，中間の熱交換器を削除した設計とした。
この結果，原子炉建屋容積は約２３万m3/ユニット
であり，原子炉構造の鋼材物量は原子炉容器が約
１,５１０トン，ガスタービン発電ユニット容器(４基)
が約３,６４０トン，接続配管が約１５０トンで合計鋼材
物量は約５，３００トンとなり，電気出力当たりの鋼材
物量は約４.８トン/MWeとなった。
（５）開発課題
　被覆粒子燃料を使用した炉心は増殖比，燃焼度
の開発目標を満足していないため，炉心性能の向
上を検討する必要がある。また，ヘリウムガスター
ビンについては実績がないため，各要素からの開
発が必要である。さらに，原子炉容器は事故時高
温となるため，耐熱性の断熱材やライナの開発が
必要である。

４.３　耐熱ピン型燃料ヘリウムガス炉

（１）基本概念
　耐熱合金の燃料被覆管を使用し，ヘリウムガス
の特性を活かして原子炉出口温度を高温にし，原
子炉出口から直接ガスタービン発電を行うため，
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図２３　被覆粒子燃料ヘリウムガス炉概念

図２４　鋼製原子炉容器構造図
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高いプラント熱効率とシステムの簡素化による経
済性を追求した概念である。また，過酷事象(減
圧事故＋スクラム失敗＋動的機器不動作)に対し
ては，CDAに至ることから再臨界回避のための影
響緩和対策が必要である。
　被覆粒子燃料ヘリウムガス炉と同様なプラント
概念であるが，プラント基本仕様は，表６に示す
ように，鋼製原子炉容器の下部に溶融燃料を受け
止め，冷却するためのコアキャッチャーが設置さ
れている点が被覆粒子燃料ヘリウムガス炉と異なっ
ている。
（２）炉心･燃料
　炉心は窒化物燃料を使用し，増殖比１.２，燃焼度
１５万MWd/tとなり，開発目標を満足する見通しが
得られた。
　炉心仕様は，炉心直径４.９m，炉心高さ１.２mで
あり，燃料集合体３１８体，ブランケット燃料集合体
１５０体である。また，燃料集合体は２１４本の燃料ピ
ンから構成され，燃料ピン径１１.０mm，燃料ピン
全長３,２００mm，燃料ピンピッチ１３.３１mmである。
なお，事故時の温度上昇に対し安全性を確保する
ため，燃料被覆管は耐熱性材料を想定している。
（３）安全性
　代表的な事象として減圧事故を選定し，冷却性
能について事故解析した結果，原子炉圧力低によ
り原子炉がトリップし，補助炉心冷却器により冷
却されることにより，燃料被覆管制限温度１,５００℃
に対し，被覆管最高温度は１,４９２℃ 程度となり，
炉心の安全性が確認された。
　また，過酷事象（減圧事故＋スクラム失敗＋動
的機器不動作）に対して炉心が溶融するため，再
臨界を回避でき，溶融燃料の除熱が可能となるコ
アキャッチャー概念を設定した。なお，コアキャッ
チャー概念については，溶融燃料に対する冷却性
能等を試験により確証してゆく必要がある。
（４）経済性
　被覆粒子燃料ヘリウムガス炉と同様と考えられ
る。
（５）開発課題
　安全性の観点からCDAに対するコアキャッチャー
の性能評価が必要である。また，耐熱被覆管材料
の検討やヘリウムガスタービンについては実績が

ないため，各要素からの開発が必要である。さら
に，原子炉容器は事故時高温となるため，耐熱性
の断熱材やライナの開発が必要である。

４.４　まとめ

　以上のように冷却材と燃料形態の組合せから，
ピン型燃料炭酸ガス炉，被覆粒子燃料ヘリウムガ
ス炉及び耐熱ピン型燃料ヘリウムガス炉という三
つの候補概念の設計検討を行った。フェーズ�で
は建設コストの算定に主眼を置いたために炉心特
性は必ずしも最適なものとはなっていない。その
ため、フェーズ終了時点で，候補概念を選定せず
フェーズ�の研究期間を１年間延長し，炉心特性
を追求した上で，最も有望なガス冷却炉概念の選
定を行う予定である。

５．おわりに

　実用化戦略調査研究フェーズ�において，実用
化候補概念を実現し得る冷却材として，Na，鉛ビ
スマス，ガスを選択した。このうち，ガスについ
てはフェーズ�の研究期間を１年間延長し，この
間に炭酸ガスとするかヘリウムとするか決める予
定である。
　また，Na冷却炉は，安全性を担保した上で，当
初目標の建設コスト２０万円/kWeを満たすことが
可能となり，鉛ビスマス冷却炉及びガス冷却炉で
は，まだ目標値よりはやや高いものの，一層の工
夫で目標を満たす見通しのあることが分かった。
なお，本研究における（�）水冷却炉，（�）溶融
塩炉，（�）小型炉及び六つの炉型の総合評価につ
いては，「各種冷却材を有する高速増殖炉に関する
プラント設計評価�」に詳述する。
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